
 

 

中央会計税理士法人・株式会社大阪中央会計事務所 

2018 年 2 月 税務ニュース 

税制改正など、税務関連のニュースをお届けします。できるだけわかりやすく税金についてご紹介したいと思います。 

中央会計税理士法人 

㈱大阪中央会計事務所 2018 年 2 月 

経営力向上計画 

 
(１)制度の概要 

 「経営力向上計画」は、人材育成、コスト管理等のマネジメントの向上や設備投資など、自社の

経営力を向上するために実施する計画です。認定を受けた事業者は、税制や金融の支援等を受ける

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)経営力向上計画の認定を受けるためには 

   経営力向上設備等については、経営力向上計画の認定後に取得することが原則です。取得後

に申請する場合は、60 日以内に経営力向上計画を申請する必要があります。計画変更により

設備を追加する場合も同様です。 

   税制の適用を受けるためには、当該設備を取得し事業の用に供した年度内に認定を受ける必

要があります。当該事業年度を超えて認定を受けた場合、税制の適用を受けることはできませ

んのでご注意ください。 

 

 ①申請書類 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事前に経済産業局への別途申請が必要です。 

  

②申請先 

  事業分野ごとの申請先に提出します。郵送での申請も可能です。 

  

 計画申請時には、経営革新等支援機関のサポートを受けることが可能です。当事務所も経営革新

等支援機関ですので、お気軽にご相談ください。 

固定資産税の軽減措置

生産性向上設備(A類型)

・投資計画の確認申請書（写し）※
・経済産業局の確認書（写し）※

・工業会等による証明書（写し）

＋

収益力強化設備(B類型)

　　　　　　・経営力向上計画に係る認定申請書（原本・写し）
　　　　　　・チェックシート

中小企業等 ａ 法人税(所得税)の税額控除・特別償却

認定 →　取得価格の10％の税額控除又は即時償却

ｂ 固定資産税軽減措置

→　該当資産が３年間１／２に軽減される

ｃ 政府系金融機関等による各種支援

→　低金利融資等

申請 ｄ 補助金等の優先採択
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【支援措置】


